
この制度の対象者は、
「４月１日現在65歳以上の年金受給者で、
前年中の年金所得に係る市県民税の納付義務のある方」です。

ただし、以下の方は対象となりません。
◆介護保険料が年金から引き落としされていない方
◆引き落とされる市県民税額等が老齢基礎年金等の額を超える方など

＜年金からの特別徴収制度＞とは
社会保険庁などの年金保険者が、
年金受給者の市県民税を年金から
引き落として、市へ納入すること
です。

＜普通徴収＞とは、納付書
による窓口払い、口座振替
などで納めていただくこと
です。

　地方税法に、公的年金等の所得に係る個人住民税については「年金給
付の支払の際に特別徴収の方法によって徴収する」と規定されており、
本人による選択は認められていません。

年金から特別徴収（引き落
とし）するかどうかを、選
択することができますか？

制度の改正により、納付す
る額が増えることはありま
せんか？

　この改正は納付方法を変更するものであり、この制度によって新たな
税負担が生じるものではありません。

　年金から特別徴収（引き落とし）することによりまして、市の窓口や
金融機関に出向く必要がなく納め忘れもありません。また、納期が年４
回から６回になるため１回あたりの負担額が軽減されます。このように
納税の利便性の向上と事務の効率化を目的としています。
　制度へのご理解をよろしくお願いします。

なぜ、年金から市県民税を
特別徴収（引き落とし）す
るのですか？

　老齢基礎年金または昭和60年以前の制度による老齢年金、退職年金等
が対象です。障害年金や遺族年金などからは、市県民税の引き落としは
されません。

特別徴収（引き落とし）の
対象となる年金とはどのよ
うなものですか？

　引き落としされるのは、年金所得の金額から計算した市県民税のみで
す。給与所得や事業所得などの金額から計算した市県民税は、これまで
どおり給与からの特別徴収（引き落とし）または普通徴収で納めていた
だきます。

●市庁舎本館市民税課　市民税係　℡0897－52－1317　（直通）
●東予総合支所税務課　税務係　　℡0898－64－2700　内線121
●丹原総合支所総務課　税務係　　℡0898－68－7300　内線214
●小松総合支所総務課　税務係　　℡0898－72－2111　内線114

年金以外に所得がある場合、
引き落としされる市県民税
額はどうなりますか？

　年金所得で計算した市県民税額は、今後は年金から引き落とすことに
なるため口座振替をご利用できません。ただし、普通徴収で納めていた
だく給与所得や事業所得などの金額から計算した市県民税額や平成21年
６月、８月に納めていただく年金所得で計算した市県民税額は、これま
でどおり口座振替をご利用できます。

　４月、６月、８月は、前年度の２月の税額と同額を引き落とします。
10月、12月、２月は、年税額から４月、６月、８月の税額を差し引いた
残りの額を引き落とします。

これまで口座振替で市県民
税を納付していましたが、
どうなりますか？

平成22年度以降の特別徴収
額はどうなりますか？

　平成21年度は年度途中から制度を開始するため、６月と８月に年税額
の４分の１ずつを普通徴収で納めていただき、10月、12月、２月は年税
額の６分の１ずつを年金から引き落とします。

　特別徴収（引き落とし）開始後に、ほかの市区町村に転出、税額の変
更、年金の支給停止などが発生した場合は、特別徴収（引き落とし）が
中止となり、残りの額を普通徴収の方法で納めていただきます。

平成21年度の納め方はどう
なりますか？

特別徴収（引き落とし）が
中止される場合はあるので
すか？

★今回の改正によって、65歳未満の方についても年金所得の金額から計算した市県民税は、給与から
　特別徴収することができなくなり、普通徴収の方法で納めていただくことになりますので、ご注意
　ください。

算出方法 １／４
税　額

年金所得分

市県民税 これまでの納付方法 これからの納付方法

給与からの特別徴収
または
普通徴収

年金からの特別徴収

給与からの特別徴収
または
普通徴収

給与所得分

その他の所得分
（事業所得、不動産所得など）

１万５千円
月

算出方法 前年度２月と同じ額 22年度の年税額の残り１／３ずつ
税　額
月６月

１／４
１万５千円
８月

１／６
１万円
10月

１／６
１万円
12月

１／６
１万円 １万円
２月 ４月

１万円
６月

１万円
８月

１万円
10月

１万円
12月

１万円
２月

納付書で納める
（普通徴収）

平成21年度の納め方 平成22年度（以降）の納め方
年金からの引き落とし
（特別徴収）

年金からの引き落とし
（特別徴収）
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